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石狩市公立小中学校事務職員学校間連携会議
議　長　　高　橋　純　一
石狩市公立小中学校事務職員第１１回学校間連携会議報告について
　過日開催をした表記会議について別紙の通り報告するのでご査収くださいますようよろしくお願い申し上げます。
石狩市公立小中学校事務職員第11回学校間連携会議
2010年4月23日　１４：３０～
於：石狩市総合保健福祉センターりんくる
１．議長挨拶
２．経過報告
４月１６日（金）
第1回連携会議



連携会議第４９号（予算関連資料等の提出について）
４月１９日（月）
連携会議第５０号（図書のバーコード費用について）
３．協議題
（１）各グループ活動計画について～別紙１
　　　　　　　今年度の活動計画について、グループ毎に検討を行い全体で確認した。
　　　　　　　①調査研究グループについて～他支部交流アンケートについては、研修内容や交通費などの情報を元に候補を選定した上で実施すること、また、今年は他支部交流を実施するので原則として出前講座は行わないことが確認された。
　　　　　　　②学校財政グループについて～教員の意識調査については、予算要望に確実に反映できるような調査にできるよう、十分な検討を行うべきであるとの意見が出された。
③研究グループについて～昨年まで取り組まれていた「省エネ・環境のとりくみ」は、市内校のISO認定が解除されたこともあり、今年度は行わないこととした。
４．連絡事項
＜別紙１＞


各グループ活動計画について
２０１０年度　調査研究グループ活動計画
1． 活動方針
（1） 日常の実務実践について交流・学習を行い、実務業務の効率化・迅速化・正確化・簡素化をはかる。
（2） 研究課題解決や研鑽を深めるための視察研修を企画・推進を行う。
2． 活動計画
（1） 実務実践の交流・学習について
1 交流テーマについては、基本的には会員からの交流要望に基づき、連携事務局で調査や交流方法の提起を行う。
2 そのため、各会員は交流してもらいたい事項について連携事務局に提案を行う。申し入れ方法は任意（電話連絡やメール）とする。
3 その他、連携事務局としても必要に応じて交流事項の提示を行う。
（2） 他支部交流について
1 他支部交流については、会員アンケートを実施した後、具体的に提案する。
2 開催時期は、昨年同様９～１０月頃を中心に検討。
3 場所は、一昨年は新琴似中学校の視察を行い、昨年は他支部交流実施せず。遠方と近隣の隔年実施についても検討する。
4 遠方実施に備えて、予算確保を市事協事務局に要請する。
（3） 出前講座等について
1 出前講座等についても、会員アンケートを実施した後、具体的に提案する。
2 これまでの研究経緯を踏まえ、学校環境に関する講座などが想定されるが、これも予算がないため、範囲が限定されるが、あらゆるジャンルから検討していきたい。
3 予算確保（旅費程度）を市事協事務局に要請する。
3． その他
活動計画のうち「実務実践の交流・学習」については連携会議事務局が主管します。
２０１０年度　学校財政グループ活動計画
1． 活動方針
子どもの学習権保障の観点で学校予算の現状を分析し、共通課題の解決を図る予算要望に取り組む。
２．活動計画
（１）今年度の予算要望活動の方向性について
①　学校予算に対する教員の意識調査を実施し、その結果を予算要望や各学校のとりくみに生かします。また、昨年も行った決算予算調査については数字だけではなく提案方法や内容に踏み込んで各校の状況を分析します。
②　学校徴収金については、金額をはじめとりまとめの状況や申し合わせ事項の有無等もあわせ調査、資料化します。また、結果を分析し問題点等の洗い出しを行い、「保護者負担の軽減」につながるよう予算要望にいかして行きます。
③　昨年、移行措置に関わった提案を行ったものの、今年度の予算には残念ながら反映されませんでした。その経験を生かし各校の協力の下、再度調査等をし提案を行って行きたいと思います。
④　その他予算要望に有益な調査があれば随時行っていきます。また、各校への還流を行い各校毎の予算要望に生かせるような方策も考えていきたいと思います。
（２）各学校における要望活動の状況ととりくみについて
各学校内における予算要望のとりくみ実態について交流し、事務職員の関わり方について検討します。
３．その他
活動計画の具体的推進は連携会議事務局が主管します。
２０１０年度　研究グループ活動計画
1． 活動方針
「学校間連携」のとりくみをとおして、子どもの学習権を保障する創造的学校事務を展開する。
2． 活動計画
（１）「領域としての学校事務」を各学校に定着させるためのとりくみ。

①二本立て運営計画について、引き続き学習交流し、学校現場への定着を目指す。
②財政財務活動・教育情報活動について、領域実践交流シートを活用し、各学校のとりくみ交流を行う。
③保護者向け事務便り・児童生徒保護者アンケートについて学習交流を行う。
　　（２）「領域としての学校事務」の学習のため、研修会や講演会を他職種との合同も視野に入れ実施する。（管外視察・出前講座とのジョイントも検討する。）
3． その他
活動計画の具体的推進は連携会議事務局が主管します。
